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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも空調機器が設けられた所定領域における消費電力量を算出する電力算出装置
において、
　前記所定領域に設けられた機器に関する機器情報、前記所定領域に関する所定領域情報
および前記機器に対して設定された運転条件に関する設定情報をもとに前記所定領域にお
ける空調負荷を算出する空調負荷算出手段と、
　前記空調負荷算出手段によって算出された空調負荷と、前記空調機器の空調能力とを比
較し、前記空調負荷が前記空調能力に対応するか否かを判断する判断手段と、
　前記空調負荷に応じた消費電力量を算出する電力算出手段と、
　前記判断手段が、前記空調負荷が前記空調能力に対応しないと判断した場合には、前記
空調機器の空調能力に対応するまで前記運転条件を変更して前記電力算出手段に前記空調
負荷の算出を繰り返させ、前記判断手段が、前記空調負荷が前記空調能力に対応すると判
断した場合には、該空調負荷における消費電力量を前記電力算出手段に算出させる制御手
段と、
　を備えることを特徴とする電力算出装置。
【請求項２】
　前記判断手段は、前記空調機器の運転方式が冷房方式または暖房方式である場合、前記
空調負荷が前記空調能力内であるときに前記空調負荷が前記空調能力に適合すると判断し
、前記空調機器の運転方式が送風方式である場合、前記空調負荷がほぼ０値であるときに
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前記空調負荷が前記空調能力に適合すると判断することを特徴とする請求項１に記載の電
力算出装置。
【請求項３】
　前記空調負荷算出手段は、前記所定領域の緯度および経度をもとに前記所定領域におけ
る日射負荷を算出した後、該日射負荷のうち時間帯に応じた割合を加算して前記空調負荷
を算出し、あるいは昼夜を示すフラグにしたがって前記日射負荷を加算して前記空調負荷
を算出することを特徴とする請求項１または２に記載の電力算出装置。
【請求項４】
　前記空調負荷算出手段は、前記所定領域情報をもとに前記所定領域における湿度に対応
する熱量を算出し、該熱量を加算して前記空調負荷を算出することを特徴とする請求項１
～３のいずれか一つに記載の電力算出装置。
【請求項５】
　前記機器情報、前記所定領域情報および前記設定情報を入力する入力手段と、
　前記電力算出装置によって算出された消費電力量を出力する出力手段と、
　を備えたことを特徴とする請求項１～４のいずれか一つに記載の電力算出装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、少なくとも空調機器が設けられた所定領域における消費電力量を算出する
電力算出装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ビルなどの建造物では、省電力化を図るために、建造物に設けられた空調機器の熱負荷
（空調負荷）を予測し消費電力量が最も小さくなるように各空調機器の運転条件を制御し
ている。従来、空調負荷の予測手段として、外気温度、建造物の躯体温度、室内温度、湿
度、日照時間などを検出する複数のセンサを備えた空調予測システムが提案されている（
特許文献１および特許文献２参照）。このような空調予測システムでは、複数のセンサか
ら出力された外気温度、建造物の躯体温度、室内温度、湿度、日照時間などをもとに空調
負荷を予測する所定の予測アルゴリズムを用いて、空調負荷を予測している。
【０００３】
【特許文献１】特開２００１－２２７７９２号公報
【特許文献２】特開平６－１４７５９８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、従来の空調負荷予測システムでは、外気温度、建造物の躯体温度、室内温度
、湿度、日照時間などを検出する複数のセンサや、空調負荷を予測する所定の予測アルゴ
リズムなどが必要となる。しかしながら、建造物の構造や設置された空調機器は建造物ご
とに異なるため、従来の空調負荷予測システムでは、建造物ごとに各情報を検出するセン
サや予測アルゴリズムを設ける必要があった。さらに、複数の建造物を一括管理した場合
、各建造物における各センサが検出した多量の情報を管理先に送信するための情報通信設
備が必要であった。したがって、従来の空調負荷予測システムにおいては、構成が複雑と
なり、システムにおける運用コストの低減を図ることができないという問題があった。
【０００５】
　この発明は、上記した従来技術の欠点に鑑みてなされたものであり、簡易かつ円滑に省
電力化を図ることを可能とする電力算出装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、この発明にかかる電力算出装置は、少
なくとも空調機器が設けられた所定領域における消費電力量を算出する電力算出装置にお
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いて、前記所定領域に設けられた機器に関する機器情報、前記所定領域に関する所定領域
情報および前記機器に対して設定された運転条件に関する設定情報をもとに前記所定領域
における空調負荷を算出する空調負荷算出手段を備え、前記空調機器の空調能力に対応す
るまで前記運転条件を変更して前記空調負荷を算出し、前記空調能力に対応した前記空調
負荷における消費電力量を算出することを特徴とする。
【０００７】
　また、この発明にかかる電力算出装置は、上記の発明において、前記空調負荷算出手段
によって算出された空調負荷と前記空調能力とを比較し、前記空調負荷が前記空調能力に
適合するか否かを判断する判断手段と、前記判断手段が、前記空調負荷が前記空調能力に
適合すると判断した場合に前記空調負荷に応じた消費電力量を算出する電力算出手段と、
を備えたことを特徴とする。
【０００８】
　また、この発明にかかる電力算出装置は、上記の発明において、前記判断手段は、前記
空調負荷が前記空調能力に適合しないと判断した場合に前記機器の運転条件を変更し、前
記空調負荷算出手段は、前記判断手段によって変更された前記運転条件をもとに前記空調
負荷を再度算出することを特徴とする。
【０００９】
　また、この発明にかかる電力算出装置は、上記の発明において、前記判断手段は、前記
空調機器の運転方式が冷房方式または暖房方式である場合、前記空調負荷が前記空調能力
内であるときに前記空調負荷が前記空調能力に適合すると判断し、前記空調機器の運転方
式が送風方式である場合、前記空調負荷がほぼ０値であるときに前記空調負荷が前記空調
能力に適合すると判断することを特徴とする。
【００１０】
　また、この発明にかかる電力算出装置は、上記の発明において、前記空調負荷算出手段
は、前記所定領域の緯度および経度をもとに前記所定領域における日射負荷を算出した後
、該日射負荷のうち時間帯に応じた割合を加算して前記空調負荷を算出し、あるいは昼夜
を示すフラグにしたがって前記日射負荷を加算して前記空調負荷を算出することを特徴と
する。
【００１１】
　また、この発明にかかる電力算出装置は、上記の発明において、前記空調負荷算出手段
は、前記所定領域情報をもとに前記所定領域における湿度に対応する熱量を算出し、該熱
量を加算して前記空調負荷を算出することを特徴とする。
【００１２】
　また、この発明にかかる電力算出装置は、上記の発明において、機器情報、前記所定領
域情報および前記設定情報を入力する入力手段と、前記電力算出装置によって算出された
消費電力量を出力する出力手段と、を備えたことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、機器情報、所定領域情報および設定情報をもとに所定領域における空
調負荷を算出する空調負荷算出手段を備え、空調能力に対応するまで運転条件を変更して
空調負荷を算出し、空調能力に対応した空調負荷における消費電力量を算出するようにし
ているので、従来必要であったセンサが削除された簡易な構成で電力算出装置を実現する
ことができるとともに、空調能力に対応する運転条件を用いることによって円滑な省電力
化を図ることが可能になる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下、図面を参照して、この発明の実施の形態である電力算出装置について説明する。
なお、この実施の形態によりこの発明が限定されるものではない。また、図面の記載にお
いて、同一部分には同一の符号を付している。また、本実施の形態にかかる電力算出装置
として、空調機器、冷凍・冷蔵ショーケース、照明機器などが設置されたスーパーマーケ
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ットやコンビニエンスストアなどの建造物における消費電力量を算出する電力算出装置を
例として説明する。本実施の形態にかかる電力算出装置は、空調機器を含む各機器に関す
る機器情報、建造物に関する建造物情報、各機器に対して設定された運転条件に関する設
定情報をもとに空調機器の空調能力に対応するまで運転条件を変更して空調負荷を算出し
、空調能力に対応した空調負荷における消費電力量を算出する。建造物に設けられた空調
機器は、電力算出装置が変更した運転条件にしたがって、冷房運転、暖房運転または送風
運転を行う。このように、実施の形態にかかる電力算出装置によれば、センサを削除した
簡易な構成を有するとともに、円滑に省電力化を図ることができる。
【００１５】
　図１は、本実施の形態にかかる電力算出装置の全体構成を示す模式図である。図１に示
すように、電力算出装置１０は、電力算出装置１０の動作指示および電力算出装置１０が
行う処理の指示情報を制御部４０に入力する入力部２０、制御部４０から出力された情報
を出力する出力部３０、電力算出装置１０の各構成部位を制御する制御部４０、管理対象
である建造物における空調負荷を算出する空調負荷算出部５０、空調負荷算出部５０によ
って算出された空調負荷が空調機器の空調能力に適合するか否かを判断する判断部６０、
空調負荷算出部５０が算出した空調負荷に応じた消費電力量を算出する電力算出部７０、
各種情報を記憶する記憶部８０を備える。
【００１６】
　入力部２０は、電力算出装置１０への動作指示情報および電力算出装置１０が行う処理
の指示情報を制御部４０に入力する。また、入力部２０は、管理対象となる建造物に関す
る建造物情報、建造物に設けられた空調機器などの設置機器に関する機器情報を制御部４
０に入力する。入力部２０が入力する建造物情報には、建造物における室内寸法、躯体温
度、窓ガラスなどの熱透過率、窓ガラスのガラス面の面積や向きのほか外気温湿度、室内
温度、空調吹き出し温度、建造物内の人体から発せられる熱量である人体負荷などがある
。また、入力部２０が入力する機器情報には、空調機器、冷凍・冷蔵ショーケース、換気
扇、照明機器、発熱機器などの仕様や特性および各機器に生じる熱量のほか、空調機器の
能力値を示す空調能力がある。さらに、入力部２０は、運転状態、運転方式、温度設定値
などの各機器に対して設定された運転条件に関する設定情報を入力する。なお、入力部２
０は、外部通信用インターフェース等を用いて実現され、外部装置（図示せず）から出力
された情報を入力してもよい。入力部２０は、たとえば、キーボードやマウスなどのポイ
ンティングデバイスなどによって実現されてもよい。また、入力部２０は、マイクロフォ
ンを用いて実現され、制御部４０の制御のもと、外部からの音声情報を制御部４０に入力
してもよい。
【００１７】
　出力部３０は、制御部４０の制御のもと、制御部４０から出力された情報を出力する。
また、出力部３０は、電力算出部７０によって算出された消費電力量を出力する。なお、
出力部３０は、ディスプレイやプリンタなどの可視表示出力できるものによって実現され
てもよいし、スピーカーを用いて実現されてもよい。出力部３０は、電力算出装置１０の
各構成部の処理動作にエラーが発生した場合、これを報知する所定のエラー表示、エラー
音声を出力してもよい。また、出力部３０は、外部通信用インターフェース等を用いて実
現され、外部装置（図示せず）等に対する情報通信を行ってもよい。制御部４０は、入力
部２０、出力部３０、空調負荷算出部５０、判断部６０、電力算出部７０、記憶部８０の
各処理または動作を制御する。
【００１８】
　空調負荷算出部５０は、建造物情報、機器情報および設定情報などをもとに建造物にお
ける空調負荷を算出し、算出した空調負荷を制御部４０に出力する。空調負荷算出部５０
は、建造物に設けられた各機器によって生じる熱量、人体負荷などを算出する。また、空
調負荷算出部５０は、窓ガラス面から侵入する熱量に対応した日射負荷を算出する。空調
負荷算出部５０は、建造物の緯度および経度をもとに、建造物における日射負荷を算出す
る。また、空調負荷算出部５０は、外気温湿度、室内温度などの建造物情報をもとに建造
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物における湿度に対応する熱量を、換気によって侵入した熱量として算出する。空調負荷
算出部５０は、各機器によって生じる熱量、人体負荷、日射負荷、換気によって侵入した
熱量をそれぞれ加算して、建造物における空調負荷を算出する。この場合、空調算出部５
０は、日射負荷を算出した後、この日射負荷のうち時間帯に応じた割合を加算し、または
、昼夜を示すフラグにしたがって日射負荷を加算する。また、空調負荷算出部５０は、判
断部６０によって空調機器の運転条件の設定変更を指示された場合、変更された運転条件
をもとに空調負荷を再度算出する。
【００１９】
　判断部６０は、空調負荷算出部５０によって算出された空調負荷と、建造物に設けられ
た空調機器の空調能力とを比較し、空調負荷が空調能力に適合するか否かを判断する。判
断部６０は、空調負荷が空調能力に適合しないと判断した場合、各機器の運転条件を変更
する。具体的には、判断部６０は、空調機器の運転方式が冷房方式または暖房方式である
場合、空調負荷算出部５０によって算出された空調負荷が空調能力内であるときに空調負
荷が空調能力に適合すると判断する。また、判断部６０は、空調機器の運転方式が送風方
式である場合、空調負荷算出部５０によって算出された空調負荷がほぼ０値であるときに
空調負荷が空調能力に適合すると判断する。
【００２０】
　電力算出部７０は、判断部６０が、空調負荷算出部５０によって算出された空調負荷が
空調機器の空調能力に適合すると判断した場合に、この空調負荷に応じた消費電力量を算
出する。
【００２１】
　記憶部８０は、たとえばハードディスク装置などによって実現される。記憶部８０には
、入力部２０によって入力された建造物情報、機器情報および設定情報などが記憶される
。設定情報は、たとえば、運転状態、運転方式、温度設定値などの設定条件がそれぞれ示
された対応表形式で記憶されている。
【００２２】
　つぎに、図２を参照して、電力算出装置１０における電力算出処理について説明する。
図２は、電力算出装置１０における電力算出処理の処理手順を示すフローチャートである
。図２において、電力算出装置１０は、建造物情報、機器情報など各種情報を取得する情
報取得処理を行う（ステップＳ１０２）。これらの情報は、外部装置から入力部２０を介
して取得してもよく、予め記憶部８０に記憶されたものを取得してもよい。機器情報には
、空調機器の能力値も含まれる。
【００２３】
　つぎに、空調機器など各機器の運転状態、運転方式、温度設定値などの運転条件を設定
する条件設定処理を行う（ステップＳ１０４）。これらの条件は、入力部２０を介して設
定してもよい。また、これらの条件は、予め記憶部８０に記憶された対応表を参照するこ
とによって設定してもよい。つぎに、空調負荷算出部５０は、建造物情報、機器情報およ
び設定された運転条件をもとに建造物における空調負荷を算出する空調負荷算出処理を行
う（ステップＳ１０６）。
【００２４】
　つぎに、判断部６０は、空調機器の運転方式が冷房方式、暖房方式また送風方式である
か否かを判断する（ステップＳ１０８）。判断部６０は、空調機器の運転方式が冷房方式
であると判断した場合（ステップＳ１０８：冷房方式）、冷房方式で運転された場合の空
調負荷が空調能力に適合するか否かを判断し、運転条件の設定変更指示または電力算出指
示を行う冷房判断処理（ステップＳ１１０）を行う。また、判断部６０は、空調機器の運
転方式が暖房方式であると判断した場合（ステップＳ１０８：暖房方式）、暖房方式で運
転された場合の空調負荷が空調能力に適合するか否かを判断し、運転条件の設定変更指示
または電力算出指示を行う暖房判断処理（ステップＳ１１２）を行う。また、判断部６０
は、空調機器の運転方式が送風方式であると判断した場合（ステップＳ１０８：送風方式
）、送風方式で運転された場合の空調負荷が空調能力に適合するか否かを判断し、運転条
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件の設定変更指示または電力算出指示を行う送風判断処理（ステップＳ１１４）を行う。
【００２５】
　つぎに、制御部４０は、判断部６０の判断内容が設定変更指示であるか電力算出指示で
あるかを判断する（ステップＳ１１６）。制御部４０は、判断部６０の判断内容が設定変
更指示であると判断した場合（ステップＳ１１６：設定変更指示）、判断部６０の指示に
応じて各機器の運転条件を再設定する条件再設定処理を行い（ステップＳ１１８）、ステ
ップＳ１０６に進む。そして、空調負荷算出部４０は、ステップＳ１１８において再設定
された運転条件を用いて空調負荷算出処理を行い（ステップＳ１０６）、再設定された各
条件に対応する空調負荷を算出し出力する。
【００２６】
　一方、制御部４０は、判断部６０の判断内容が電力算出指示であると判断した場合（ス
テップＳ１１６：電力算出指示）、電力算出部７０に対して消費電力量の算出を指示する
。そして、電力算出部７０は、空調負荷算出部４０によって算出された空調負荷に応じて
、各機器の個々の消費電力量および建造物全体における消費電力量を算出する電力算出処
理を行う（ステップＳ１２０）。各機器のうち、空調機、冷蔵機器、冷凍機器の消費電力
量Ｗｒ[ｋＷ]については、ＣＯＰ（coefficient of performance：成績係数）を考慮して
、以下の（Ａ）式を用いて算出する。
Ｗｒ[ｋＷ]＝負荷[ｋＷ]／ＣＯＰ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…（Ａ）
また、その他の機器の消費電力量Ｗｍ[ｋＷ]については、たとえば、以下の（Ｂ）式を用
いて算出する。
Ｗｍ[ｋＷ]＝発熱量[ｋＷ]                                                …（Ｂ）
電力算出部７０は、（Ａ）式および（Ｂ）式を用いて、建造物に設けられた各機器の消費
電力量を算出した後、算出した各機器の消費電力量をそれぞれ加算することによって建造
物全体における消費電力量を求める。
【００２７】
　そして、出力部３０は、判断部６０が空調能力に対応すると判断した各機器の運転条件
、室内温湿度、電力算出部７０が算出した各機器の個々の消費電力量および建造物全体に
おける消費電力量を外部装置に出力する情報出力処理を行う（ステップＳ１２２）。この
場合、制御部４０は、記憶部８０に、電力算出部７０が算出した電力量、各機器の運転条
件を記憶させてもよい。
【００２８】
　つぎに、図２に示す空調負荷算出処理について説明する。図３は、図２に示す空調負荷
算出処理の処理手順を示すフローチャートである。図３に示すように、空調負荷算出部５
０は、建造物情報、機器情報および各機器の運転条件をもとに、設置された各機器に生じ
る熱量をそれぞれ算出する熱量算出処理を行う（ステップＳ１３２）。たとえば、機器発
熱など建造物内の加熱源となる負荷は正の値とし、漏れ冷気のように冷却源となる負荷は
負の値とする。熱量算出処理では、漏れ冷気Ｑｓ、建屋熱侵入負荷Ｑｎ、人体負荷Ｑｈ、
照明による熱負荷Ｑｌ、その他の機器の発熱による熱負荷Ｑｏを算出する。
【００２９】
　つぎに、空調負荷算出部５０は、日射負荷Ｑｇを算出する日射負荷算出処理を行う（ス
テップＳ１３４）。日射負荷Ｑｇは、窓ガラス面から侵入する熱量を対象とし、窓ガラス
面（鉛直面）が受ける日射量を算出することにより求める。空調負荷算出部５０は、建造
物情報における建造物の緯度、経度をもとに、地域による日射量の違いを換算する。空調
負荷算出部５０は、時間帯による日射量の変化を求める場合、求めたい時間を設定し、算
出した日射量のうち時間帯に応じた割合を日射負荷Ｑｇとして出力する。なお、空調負荷
算出部５０は、たとえば昼である旨を示すフラグ「１」および夜である旨を示すフラグ「
０」を用いて日射負荷Ｑｇを出力してもよい。この場合、昼である旨を示すフラグが選択
された場合、算出した日射量を日射負荷Ｑｇとして出力する。一方、夜である旨を示すフ
ラグが選択された場合、０の値を日射負荷Ｑｇとして出力する。このように、空調負荷算
出部５０は、昼夜フラグを用いて、日射量の有無を切り替えることによって、昼と夜の区



(7) JP 4525524 B2 2010.8.18

10

20

30

40

50

別を簡易的に行ってもよい。
【００３０】
　具体的に日射負荷Ｑｇの算出について説明する。日射負荷Ｑｇは、以下の（Ｃ）式によ
って算出することができる。
Ｑｇ＝（直達日射量Ｉｖ＋天空輻射量Ｉｖｓ）×ガラス面の面積　　　　　　…（Ｃ）
【００３１】
　ここで、（Ｃ）式における直達日射量Ｉｖの算出について説明する。直達日射量Ｉｖは
、以下の（Ｄ）式によって算出することができる。
Ｉｖ＝ＩNｃｏｓ（Ｈ）×ｃｏｓ（Ａ－Ａ´）　　　　　　　　　　　　　　…（Ｄ）
（Ｄ）式において、Ａは、太陽の方位角[°]であり、以下の（１）式によって算出するこ
とができる。
　Ａ＝tan-1｛(cos(φ)×cos(δ)×sin(ｔ))／(sin(φ)×sin(Ｈ)－sin(δ))｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…（１）
また、（Ｄ）式においてＡ´は、面の方位角[°]であり、真南の場合、０[°]となり、東
側の場合、負の値となり、西側の場合、正の値となる。
【００３２】
　また、（Ｄ）式において、ＩNは、法線面の受ける直達日射量[Ｗ／ｍ2]であり、以下の
（２）式によって算出することができる。
　ＩN＝Ｉ0×Ｐ1/sin(H)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…（２）
（２）式において、Ｉ0は、太陽定数であり、平均は１３５３[Ｗ／ｍ2]であり、１月にお
いては１２８０[Ｗ／ｍ2]であり、７月においては１３６６[Ｗ／ｍ2]である。Ｐは、大気
透過率であり、晴れの場合は０．７２～０．８３、もや晴れの場合は０．６６、うす晴れ
の場合は０．５２～０．５５である。
【００３３】
　また、（Ｄ）式において、Ｈは、太陽高度[°]であり、以下の（３）式によって算出す
ることができる。
　Ｈ＝sin-1｛sin(φ)×sin（δ）＋cos(φ)×cos(δ)×cos(ｔ)｝　　　　　…（３）
（３）式において、φは、緯度[°]を示す。また、ｔは、時角であり、以下の（４）式に
よって算出することができる。
　ｔ＝（ＪＳＴ－１２）π／１２＋標準子午線からの経度差＋均時差Ｅｑ　　…（４）
なお、ＪＳＴは日本標準時間である。また、（４）式におけるＥｑは、均時差であり、以
下の（５）式によって算出することができる。
　Ｅｑ＝0.000075＋0.001868cos(θ0)－0.032077sin(θ0)－0.014615cos(２θ0)
　　　　－0.040849sin(２θ0)                                          …（５）
【００３４】
　また、（３）式において、δは太陽赤緯[°]を示し、以下の（６）式によって算出する
ことができる。
　δ＝0.006918－0.399912cos(θ0)＋0.070257sin(θ0)－0.006758cos(２θ0)
　　　＋0.000907sin(２θ0)－0.002697cos(３θ0)＋0.001480sin(３θ0)    …（６）
また、（５）式および（６）式におけるθ0は、以下の（７）式によって算出することが
できる。
　θ0＝２π（Ｊ－１）／３６５　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…（７）
なお、Ｊは、元日からの通算日数＋０．５である。
【００３５】
　つぎに、（Ｃ）式における天空輻射量Ｉｖｓについて説明する。鉛直面の受ける天空輻
射量Ｉｖｓ[Ｗ／ｍ2]は、以下の（８）式によって算出することができる。
　Ｉｖｓ＝(１／４)×Ｉ0×sin(Ｈ)×(１－Ｐcos ec(Ｈ))／(１－１．４ｌｎ(Ｐ))
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…（８）
（８）式において、Ｉ0は上述した太陽定数であり、Ｈは上述した太陽高度[°]であり、
Ｐは上述した大気透過率である。また、（８）式におけるｅｃは、離心率を示す。空調負
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荷算出部５０は、上述した（Ｃ）式、（Ｄ）式および（１）～（８）式を用いて日射負荷
Ｑｇを算出する。
【００３６】
　つぎに、空調算出部５０は、建造物情報、機器情報および各機器の運転条件などをもと
に、湿度に対応する熱量を算出する湿度算出処理を行い（ステップＳ１３６）、換気によ
る熱侵入Ｑｆを求める。まず、いわゆる湿り空気線図を用いて、外気温度、外気相対湿度
から絶対湿度と比エンタルピーｈ１とを求める。つぎに、空調吹き出し温度から飽和空気
の絶対湿度と比エンタルピーｈ２とを求める。この比エンタルピーの差である（ｈ１－ｈ
２）が空調機器によって取り除かれる熱量（潜熱負荷）となり、換気による熱侵入Ｑｆに
相当する。
【００３７】
　そして、空調負荷算出部５０は、空調負荷を取得する空調負荷取得処理を行う（ステッ
プＳ１３８）。空調負荷算出部５０は、ステップＳ１３２～ステップＳ１３６において算
出した漏れ冷気Ｑｓ、建屋熱侵入負荷Ｑｎ、人体負荷Ｑｈ、照明による熱負荷Ｑｌ、その
他の機器の発熱による熱負荷Ｑｏ、日射負荷Ｑｇおよび換気による熱侵入Ｑｆをもとに、
以下の（Ｅ）式を用いることによって空調負荷Ｑａｃを取得する。
Ｑａｃ＝Ｑｓ＋Ｑｎ＋Ｑｈ＋Ｑｌ＋Ｑｏ＋Ｑｇ＋Ｑｆ　　　　　　　　　　・・・（Ｅ）
空調負荷算出部５０は、取得した空調負荷Ｑａｃを制御部４０に出力し、空調負荷算出処
理を終了する。なお、（Ｅ）式によって求められた空調負荷Ｑａｃが正の値となる場合に
は、空調負荷Ｑａｃは加熱源となる。このため、空調負荷Ｑａｃは、冷房運転によって冷
却される対象である冷房負荷となる。また、空調負荷Ｑａｃが負の値となる場合には、空
調負荷Ｑａｃは冷却源となるため、暖房運転によって加熱される対象である暖房負荷とな
る。また、送風運転の場合には、冷却および加熱を行わないため、空調負荷Ｑａｃは０の
値であることが望ましい。
【００３８】
　つぎに、図２に示す冷房判断処理について説明する。図４は、図２に示す冷房判断処理
の処理手順を示すフローチャートである。図４に示すように、判断部６０は、空調負荷算
出部５０から出力された空調負荷Ｑａｃの値と空調能力の値とを比較し、空調負荷と空調
能力との大小関係がどのような関係であるかを判断する（ステップＳ１５２）。
【００３９】
　判断部６０は、空調負荷と空調能力との大小関係が、空調負荷＞空調能力であると判断
した場合（ステップＳ１５２：空調負荷＞空調能力）、空調機器に対する運転条件の設定
値の変更を指示する（ステップＳ１５４）。算出した空調負荷が空調能力を超えており、
空調負荷を空調能力内に納める必要があるためである。この場合、判断部６０は、たとえ
ば、空調機器の室内設定温度を１℃上げるよう指示する。
【００４０】
　また、判断部６０は、空調負荷と空調能力との大小関係が、０＞空調負荷であると判断
した場合（ステップＳ１５２：０＞空調負荷）、空調機器の運転方式を冷房方式から送風
方式に変更する旨を指示する（ステップＳ１５６）。算出した空調負荷が０未満である場
合、すなわち、負の値である場合、空調負荷は冷却源が多く占めるものと考えられ、冷房
運転の必要がないためである。
【００４１】
　また、判断部６０は、空調負荷と空調能力との大小関係が、０≦空調負荷≦空調能力で
あると判断した場合（ステップＳ１５２：０≦空調負荷≦空調能力）、電力算出を指示す
る（ステップＳ１５８）。０≦空調負荷≦空調能力である場合、算出した空調負荷は空調
能力内に納まっている。この場合、空調機器は、設定された運転条件で運転することによ
って、過度の運転を行うことなく室内温度を室内設定温度に下げることができる。したが
って、空調負荷は空調能力に対応しているものといえ、空調機器に対して設定された運転
条件が空調能力に対して適当であると考えられることから、運転条件を変更して再度空調
負荷を算出する必要はない。このため、この空調負荷に応じた消費電力量を算出するため
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、判断部６０は、電力算出指示を制御部４０に出力する。
【００４２】
　つぎに、図２に示す暖房判断処理について説明する。図５は、図２に示す暖房判断処理
の処理手順を示すフローチャートである。図５に示すように、判断部６０は、空調負荷算
出部５０から出力された空調負荷の値と、空調機器の能力値である空調能力の値とを比較
し、空調負荷と空調能力との大小関係がどのような関係であるかを判断する（ステップＳ
１６２）。なお、空調負荷算出部５０によって算出された空調負荷は、暖房方式の場合、
通常は負の値となる。このため、ステップＳ１６２においては、空調能力の値に（－１）
を乗じた値で空調負荷との比較を行う。
【００４３】
　判断部６０は、空調負荷と空調能力との大小関係が、空調負荷＜（－空調能力）である
と判断した場合（ステップＳ１６２：空調負荷＞（－空調能力））、設定条件の変更を指
示する（ステップＳ１６４）。算出した空調負荷が空調能力を超えており、空調負荷を空
調能力内に納める必要があるためである。このため、判断部６０は、たとえば、空調機器
の室内設定温度を１℃下げるよう指示する。
【００４４】
　また、判断部６０は、空調負荷と空調能力との大小関係が、０＜空調負荷であると判断
した場合（ステップＳ１６２：０＜空調負荷）、空調機器の運転方式を暖房方式から送風
方式に変更する旨を指示する（ステップＳ１６６）。算出した空調負荷が０の値よりも大
きい場合、空調負荷に加熱源が多く占めるものと考えられ、暖房運転の必要がないためで
ある。
【００４５】
　また、判断部６０は、空調負荷と空調能力との大小関係が、０≧空調負荷≧（－空調能
力）であると判断した場合（ステップＳ１６２：０≧空調負荷≧（－空調能力））、電力
算出を指示する（ステップＳ１６８）。０≧空調負荷≧（－空調能力）である場合、算出
した空調負荷は空調能力に納まっている。この場合、空調機器は、設定された運転条件で
運転することによって、過度の運転を行うことなく室内温度を室内設定温度まで上げるこ
とができる。したがって、空調負荷は空調能力に対応しているものといえ、空調機器に対
して設定された運転条件が空調能力に対して適当で考えられることから、運転条件を変更
して再度空調負荷を算出する必要はない。このため、この空調負荷に応じた消費電力量を
算出するため、判断部６０は、電力算出指示を制御部４０に出力する。
【００４６】
　つぎに、図２に示す送風判断処理について説明する。図６は、図２に示す送風判断処理
の処理手順を示すフローチャートである。図６に示すように、判断部６０は、空調負荷算
出部５０から出力された空調負荷の値と０の値とを比較し、空調負荷の値がいずれの関係
を有するかを判断する（ステップＳ１７２）。送風方式においては冷却および加熱を行わ
ないため、空調負荷算出部５０によって算出された空調負荷は０の値であることが望まし
いためである。
【００４７】
　判断部６０は、空調負荷の値が、０＜空調負荷であると判断した場合（ステップＳ１７
２：０＜空調負荷）、空調負荷の値を０に近づけるため、空調機器の設定値として、たと
えば室内設定温度を０．１℃上げるよう設定条件の変更を指示する（ステップＳ１７４）
。
【００４８】
　また、判断部６０は、空調負荷の値が、０＞空調負荷であると判断した場合（ステップ
Ｓ１７２：０＞空調負荷）、空調負荷の値を０に近づけるため、空調機器の設定値として
、たとえば室内設定温度を０．１℃下げるよう設定条件の変更を指示する（ステップＳ１
７６）。
【００４９】
　また、判断部６０は、空調負荷の値が、０≒空調負荷であると判断した場合（ステップ
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Ｓ１７２：０≒空調負荷）、適切な運転条件によって送風方式が運転されていた場合であ
ると考えられるため、電力算出を指示する（ステップＳ１７８）。判断部６０による各指
示は、制御部４０に出力される。なお、冷房判断処理、暖房判断処理および送風判断処理
では、判断部６０は、空調機器の運転条件を変更指示した場合について説明したが、空調
機器に限らず、冷凍機、冷蔵機、冷凍・冷蔵ショーケース、照明、換気扇など他の機器の
運転条件を変更指示してもよい。
【００５０】
　このように、本実施の形態にかかる電力算出装置１０は、入力された建造物情報、機器
情報および各機器に対して設定された運転条件などをもとに空調負荷を算出している。こ
のため、電力算出装置１０は、従来の空調負荷予測システムにおいて必要であった外気温
度、建造物の躯体温度、室内温度、湿度、日照時間などを検出する複数のセンサを備える
必要がない。また、電力算出装置１０は、各建造物にセンサを備える必要がないため、各
センサが検出した多量の情報を管理先に送信するための情報通信設備を備える必要がない
。したがって、本実施の形態では、従来必要であったセンサおよびセンサが検出した情報
を送信する情報通信設備を削除した簡易な構成である電力算出装置を実現することができ
、電力算出装置における運用コストの低減を図ることができる。
【００５１】
　また、本実施の形態にかかる電力算出装置１０では、判断部６０は、空調機器の運転方
式ごとに空調負荷が空調能力に対応するか否かを判断する。そして、判断部６０は、空調
負荷が空調能力に対応すると判断した場合には、消費電力量の算出を指示し、空調負荷が
空調能力に対応しないと判断した場合には、各機器の運転条件の変更を指示する。このよ
うに、電力算出装置１０は、空調負荷が空調能力に対応する値となるまで運転条件の変更
と空調負荷の算出とを繰り返しているため、適切な空調負荷となる運転条件を取得するこ
とができる。したがって、電力算出装置１０は、このように取得した運転条件を用いて、
各機器の運転状態を最適化することができるため、建造物全体の消費電力量を低減して円
滑に省電力化を図ることができる。また、電力算出装置１０は、環境変化、機器変更およ
び機器の運転条件の変更があった場合であっても、変更した情報をもとに適切な運転条件
を取得したうえで、空調負荷、消費電力量を算出する。このため、たとえば建造物内に設
置される機器を変更した場合であっても、円滑に省電力化を図ることができる。
【００５２】
　また、上記実施の形態で説明した電力算出装置１０は、あらかじめ用意されたプログラ
ムをパーソナル・コンピュータやワークステーションなどのコンピュータシステムで実行
することによって実現することができる。以下、上記実施の形態で説明した電力算出装置
と同様の機能を有する電力算出プログラムを実行するコンピュータシステムについて説明
する。
【００５３】
　図７は、上述した実施の形態を用いたコンピュータシステムの構成を示すシステム構成
図であり、図８は、このコンピュータシステムにおける本体部の構成を示すブロック図で
ある。図７に示すように、本実施の形態にかかるコンピュータシステム１００は、本体部
１０１と、本体部１０１からの指示によって表示画面１０２ａに画像などの情報を表示す
るためのディスプレイ１０２と、このコンピュータシステム１００に種々の情報を入力す
るためのキーボード１０３と、ディスプレイ１０２の表示画面１０２ａ上の任意の位置を
指定するためのマウス１０４とを備える。
【００５４】
　また、このコンピュータシステム１００における本体部１０１は、図８に示すように、
ＣＰＵ１２１と、ＲＡＭ１２２と、ＲＯＭ１２３と、ハードディスクドライブ（ＨＤＤ）
１２４と、ＣＤ－ＲＯＭ１０９を受け入れるＣＤ－ＲＯＭドライブ１２５と、フレキシブ
ルディスク（ＦＤ）１０８を受け入れるＦＤドライブ１２６と、ディスプレイ１０２、キ
ーボード１０３並びにマウス１０４を接続するＩ／Ｏインターフェース１２７と、ローカ
ルエリアネットワークまたは広域エリアネットワーク（ＬＡＮ／ＷＡＮ）１０６に接続す
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るＬＡＮインターフェース１２８とを備える。
【００５５】
　さらに、このコンピュータシステム１００には、インターネットなどの公衆回線１０７
に接続するためのモデム１０５が接続されるとともに、ＬＡＮインターフェース１２８お
よびＬＡＮ／ＷＡＮ１０６を介して、他のコンピュータシステム（ＰＣ）１１１、サーバ
１１２、プリンタ１１３などが接続される。
【００５６】
　そして、このコンピュータシステム１００は、所定の記録媒体に記録された電力算出プ
ログラムを読み出して実行することで電力算出装置を実現する。ここで、所定の記録媒体
とは、フレキシブルディスク（ＦＤ）１０８、ＣＤ－ＲＯＭ１０９、ＭＯディスク、ＤＶ
Ｄディスク、光磁気ディスク、ＩＣカードなどの「可搬用の物理媒体」の他に、コンピュ
ータシステム１００の内外に備えられるハードディスクドライブ（ＨＤＤ）１２４や、Ｒ
ＡＭ１２２、ＲＯＭ１２３などの「固定用の物理媒体」、さらに、モデム１０５を介して
接続される公衆回線１０７や、他のコンピュータシステム１１１並びにサーバ１１２が接
続されるＬＡＮ／ＷＡＮ１０６などのように、プログラムの送信に際して短期にプログラ
ムを保持する「通信媒体」など、コンピュータシステム１００によって読み取り可能な電
力算出プログラムを記録する、あらゆる記録媒体を含むものである。
【００５７】
　すなわち、電力算出プログラムは、上記した「可搬用の物理媒体」、「固定用の物理媒
体」、「通信媒体」などの記録媒体に、コンピュータ読み取り可能に記録されるものであ
り、コンピュータシステム１００は、このような記録媒体から電力算出プログラムを読み
出して実行することで電力算出装置および電力算出方法を実現する。なお、電力算出プロ
グラムは、コンピュータシステム１００によって実行されることに限定されるものではな
く、他のコンピュータシステム１１１またはサーバ１１２が電力算出プログラムを実行す
る場合や、これらが協働して電力算出プログラムを実行するような場合にも、本発明を同
様に適用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５８】
【図１】実施の形態における電力算出装置の全体構成を示す模式図である。
【図２】図１に示す電力算出装置の処理手順を示すフローチャートである。
【図３】図２に示す空調負荷算出処理の処理手順を示すフローチャートである。
【図４】図２に示す冷房判断処理の処理手順を示すフローチャートである。
【図５】図２に示す暖房判断処理の処理手順を示すフローチャートである。
【図６】図２に示す送風判断処理の処理手順を示すフローチャートである。
【図７】実施の形態を用いたコンピュータシステムの構成を示す構成図である。
【図８】図７に示したコンピュータシステムにおける本体部の構成を示すブロック図であ
る。
【符号の説明】
【００５９】
　１０　電力算出装置
　２０　入力部
　３０　出力部
　４０　制御部
　５０　空調負荷算出部
　６０　判断部
　７０　電力算出部
　８０　記憶部
　１００　コンピュータシステム
　１０１　本体部
　１０２　ディスプレイ
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　１０２ａ　表示画面
　１０３　キーボード
　１０４　マウス
　１０５　モデム
　１０６　ローカルエリアネットワークまたは広域エリアネットワーク（ＬＡＮ／ＷＡＮ
）
　１０７　公衆回線
　１０８　フレキシブルディスク（ＦＤ）
　１０９　ＣＤ－ＲＯＭ
　１１１　他のコンピュータシステム（ＰＣ）
　１１２　サーバ
　１１３　プリンタ
　１２１　ＣＰＵ
　１２２　ＲＡＭ
　１２３　ＲＯＭ
　１２４　ハードディスクドライブ（ＨＤＤ）
　１２５　ＣＤ－ＲＯＭドライブ
　１２６　ＦＤドライブ
　１２７　Ｉ／Ｏインターフェース
　１２８　ＬＡＮインターフェース

【図１】 【図２】
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【図７】 【図８】
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